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第１　工場立地法とは？

	


１．工場立地法の目的

工場立地法（昭和３４年法律第２４号）は、工場立地が周辺地域の環境との調和を図り
つつ適正に行われることを目的として、工場の新設・変更の際に事前に届出を行うことを
義務づけています。この際、生産施設、緑地、環境施設の面積は一定の規制を受けます。

２．法の対象となる工場

　　次の２つの要件を満たす工場（「特定工場」という）が対象となります。

① 業種の要件

　　　製造業（物品の加工業を含む）、電気供給業（水力、地熱、太陽光発電所を除く）、

ガス供給業、熱供給業

② 規模の要件

　　　敷地面積９，０００㎡以上　または　建築物の建築面積の合計３，０００㎡以上
３．届出

工場の新設や、既に届け出ている工場の変更を行う場合は、工事着工の９０日前までに
所定の書類を届出なければなりません。

届出内容が適当であると認められる場合は、１０日に短縮することができます。

（書類の不備等により審査に１０日以上時間を要する場合もありますので事前にご相談ください。）
４．準則（規制内容）

	生産施設面積
	敷地面積の３０～６５％以内

	緑地面積
	敷地面積の２０％以上

	環境施設面積
	敷地面積の２５％以上


※ 環境施設は、敷地の周辺部に１５％以上配置しなければなりません。

※ 既存工場（法が施行された昭和４９年６月２８日以前に設置された工場）には特例措
置があります。
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第２　工場立地法届出書類作成にあたって
	


１．届出が必要な場合

	新設届出
	· 特定工場を新設する場合

· 増築や敷地の増加により特定工場の要件を満たすこととなる場合

	変更届出
	新設の届出をした工場が、次のいずれかの事項を変更する場合

· 敷地面積の変更

· 生産施設面積の変更（減少のみの場合は届出不要）

· 緑地、環境施設面積の変更

· 緑地、環境施設の配置の変更

· 製品の変更

	その他の届出
	· 社名、所在地の変更

· 承継（届出をした特定工場を別法人が引き継ぐ場合）

· 廃止（届出をした特定工場を廃止する場合）


２．届出書類

（１）工場の新設・変更の届出書類
	
	届　　出　　書　　類
	新　設
	変　更

	１
	新設届出の概要
	○
	×

	２
	変更届出の概要
	×
	○

	３
	業種別生産施設面積整理表
	△(＊1)
	△(＊1)

	４
	準則計算表
	○
	○

	５
	準則計算推移表
	○
	○

	６
	特定工場新設（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（一般用）
	○
	○

	７
	特定工場における生産施設の面積
	○
	○

	８
	特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置
	○
	○

	９
	事業概要説明書
	○
	○

	１０
	生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図
	○
	○

	１１
	特定工場用地利用状況説明書
	○
	○

	１２
	特定工場の新設等のための工事の日程
	○
	○


＊１：生産施設面積率が異なる２つ以上の業種がある場合のみ作成。

（２）その他の届出書類

	
	届　　出　　書　　類
	届出が必要な場合

	１３
	氏名（名称、住所）変更届書
	社名等を変更する場合

	１４
	特定工場承継届出書
	合併や分社化等により工場を承継する場合

	１５
	特定工場廃止届
	工場を廃止する場合

	１６
	委任状
	代理人が届出を行う場合


３．生産施設とは？

（１）生産施設の定義
・生産施設とは、①製造を行う機械等が設置されている建物

②屋外プラント類

・準則（規制内容）：敷地面積の３０～６５％以内（率は業種毎に定められています。）
　⇒（３）生産施設面積の割合（準則）
（２）生産施設の具体例

	施設名
	生産施設に該当するか否かの判断

	① 事務所、研究所、食堂
	独立の建築物であるものは非生産施設。

	② 倉庫関連施設
	もっぱら貯蔵の用に供する独立した施設は非生産施設。

	③ 出荷・輸送関連施設
	生産工程の一環として製品の包装・荷造（梱包）を継続して行う施設は生産施設。

	④ 用役施設
	自家発電施設（受変電施設及び用水施設を除く。）、ボイラー、コンプレッサー、熱交換器等は生産施設。ただし、受変電施設及び用水施設は非生産施設。

	⑤ 煙突煙道等排煙施設
	非生産施設。

	⑥ 検査所（試験室）
	生産工程の一環として行われる検査施設は生産施設。独立して製品の技術開発を目的とする検査所・試験室は非生産施設。

	⑦ 修理工場
	製造・加工と修理を合わせて行う修理工場は生産施設。

	⑧ 公害防止施設
	自らの工場における排出物を処理するための施設は非生産施設。ただし、当該施設によって有用成分の回収または副産品の生産を行う場合は原則として生産施設。

	⑨ 休廃止施設
	一時的な遊休施設は生産施設。また、廃止された施設であっても、撤去されない限り、原則として生産施設。

	⑩ 試作プラント
	原則として非生産施設。ただし、実稼働プラントに移行する可能性のあるもの、試作品を販売する場合は生産施設。

	⑪ 地下に設置される施設
	非生産施設。


（３）生産施設面積の割合（準則）

	業種の区分
	生産施設
面積率

	第１種
	科学肥料製造業のうちアンモニア製造業及び尿素製造業、石油精製業
コークス製造業並びにボイラー・原動機製造業
	３０％

	第２種
	伸鉄業
	４０％

	第３種
	窯業、土石製品製造業（板ガラス製造業、陶磁器・同関連製品製造業、
ほうそう鉄器製造業、七宝製品製造業及び人造宝石製造業を除く。）
	４５％

	第４種
	鋼管製造業及び電気供給業
	５０％

	第５種
	でんぷん製造業、冷間ロール成型形鋼製造業
	５５％

	第６種
	石油製品・石炭製品製造業（石油精製業、潤滑油・グリース製造業（石油精製によらないもの）及びコークス製造業を除く。）及び高炉による製鉄業
	６０％

	第７種
	その他の製造業、ガス供給業及び熱供給業
	６５％


※生産施設面積率：敷地面積に対する生産施設の面積の割合

（４）生産施設面積の測定方法

・生産施設の面積は原則として投影法による水平投影面積を測定する。（建築基準法施行令
第２条第１項第２号の測定方法）

[image: image5.emf]　・工場建屋の面積の測定方法の具体例
４．緑地とは

（１）緑地の定義
・緑地とは、土地又は施設に設けられるもので、建築物施設の屋上その他の屋外に設けられる
次のいずれかに該当するもの

　　　①樹木が生息する区画された土地等であって、工場又は事業場の周辺の地域の生活環境保持
に寄与するもの

　　　②低木、芝、その他の地被植物（手入れがされているものに限る）で表面が被われている土
地等

・準則（規制内容）：敷地面積の２０％以上

・緑地は環境施設の内数となります。緑地のみを設置する場合は緑地だけで２５％以上が必要

です。

（２）緑地の測定方法

[image: image2.emf]
（３）その他

・下記①～③については、緑地面積率の４分の１を上限として緑地に算入することができる。

①屋上緑化・・・建築物等の屋上を緑化すること。プランター等容易に撤去できるものは
不可。

②壁面緑化・・・建築物やフェンス等の直立している部分を緑化すること。緑地の面積は、
緑化しようとする部分の水平延長に１ｍを乗じた面積とする。

③駐車場緑化・・・芝生保護材等を利用して駐車場を緑化すること。
５．環境施設とは

（１）環境施設の定義
・環境施設とは、緑地、噴水、池その他の修景施設、屋外運動場、広場、太陽光発電施設
その他これらに類する施設であり、周辺地域の生活環境の保持に寄与するように管理が
なされるもの。

・準則（規制内容）：敷地面積の２５％以上

・環境施設は、オープンスペースで、かつ美観等の面で公園的に整備されている等の条件
を満たしている必要があります。

（２）環境施設の具体例

	施設名
	環境施設に該当するか否かの判断

	① 広場
	散歩、キャッチボール等の簡単な運動や集会等に利用できる整備された場所。単なる広場、玄関前の車まわりのような場所は不可。

	② 屋外運動場
	野球場、陸上競技場、テニスコート、バレーボール場等。

	③ 調整池
	美観等の面で公園的に整備されているもの。単なる貯水池は不可。

	④ 雨水浸透施設
	浸透管、浸透ます、浸透側溝、透水性舗装が施された土地のうち、地下水源の涵養、浸水被害の防止等の効果が十分に見込まれるもの。

	⑤ 太陽光発電施設
	太陽電池、太陽電池設置器具、パワーコンディショナー及び変圧器など一連の機械又は装置。


（３）環境施設の配置

・環境施設は、敷地面積の１５％以上を敷地周辺部に配置しなければなりません。

・敷地周辺部とは、敷地の境界線から対面する境界線までの距離の５分の１の距離だけ
内側に入った点を結んだ線（「５分の１ライン」という）と、境界線との間に形成され
る部分をいいます。
　　　　　　[image: image3.emf]
６．工場立地法の特例

（１）既存工場
昭和４９年６月２８日（法施行日）にすでに設置されていた工場（「既存工場」という）
には、準則の特例が適用されます。詳しくは、Ｑ＆Ａの「６．既存工場について」をご参照
ください。

（２）団地特例

共通施設として適切に配置された環境施設がある工業団地は、準則値の緩和措置があります。

７．届出先


筑紫野市 環境経済部 商工観光課

〒８１８－８６８６

福岡県筑紫野市石崎１丁目１番１号

お問い合わせ先：０９２－９２３－１１１１（代表）

・新設または変更の届出は、工事着工予定日の９０日前までに行ってください。

届出内容が適当であると認められる場合は、「実施制限期間の短縮申請」により１０日に短縮することができます。

（書類審査に時間を要する場合もありますので事前にご相談ください。）

・届出部数：１部

工　場　敷　地





○生産施設面積比率の上限が、業種により


３０、４０、４５、５０、５５、６０、６５％のいずれかに決められる。





○その他の施設（駐車場、事務所、研究所、


倉庫等）に関する規制はない。





建築基準法の建ぺい


率等の規制を受ける





○緑地を含む環境施設の面積の割合について


→２５％以上（ただし、敷地周辺に１５％以上配置）


→２５％のうち緑地２０％以上。


残り５％は緑地又は緑地以外の環境施設（噴水、水流等の修景施設、屋外運動場、広場、一般公開された体育館、企業博物館等）


◇「地域準則」（法第４条の２）


　市町村が、地域の実情に応じて、国が定める範囲内において緑地及び環境施設の面積の割合を独自に設定できる。


＜国が定める範囲＞


環境施設（含む緑地）･･･１０％～３５％


緑地　･･･　５％～３０％


◆「市町村準則」（企業立地促進法第１０条）


　市町村は、一定の要件を満たした場合、国が定める範囲内において緑地及び環境施設の面積の割合を独自に設定できる。


　＜国が定める範囲＞


環境施設（含む緑地）･･･１％～２５％


緑地　･･･　１％～２０％





投影面積が緑地面積





単独の樹木については、当該樹冠の水平
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